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第６章 労働争議の調整 
 
１ 取扱いの状況 

 令和５年中に当委員会が取り扱った調整事件は、前年から繰り越したあっせん事件１件

と新規に係属したあっせん事件４件の計５件であり、前年と同数だった。その概況は第６

－１表から第６－７表のとおりであり、事件の概要は第６－８表のとおりである。 

 

２ 新規申請の状況 
（１） 受付件数（第６－１表参照） 

    ４件で、前年に比べ１件増加した。 

（２） 調整の開始（第６－１表参照） 

    組合からの申請が３件、使用者からの申請が１件であった。 

（３） 調整事項別（第６－２表参照） 

    「その他経営人事」「団体交渉」が各２件、「一時金」「その他の労働条件」「解雇」

が各１件であった。 

（４） 組合員数別（第６－３表参照） 

    組合員数４９人以下が３件、１００人～１９９人が１件であった。 

（５） 組合の形態別（第６－４表参照） 

    企業別組合は１件、合同労組は３件であり、その加盟上部団体別では、全労連系２

件、その他・無所属２件であった。 

（６） 終結までの所要日数別（第６－５表参照） 

   ２～３か月が２件であった（係属中が２件）。 

（７） 業種別（第６－７表参照） 

    「情報通信業」「運輸業・郵便業」「医療・福祉」「複合サービス業」が１件であっ

た。 

 

３ 終結の状況 

 令和５年に取り扱った５件のうち、３件が年内に終結し、２件は翌年に繰り越した。 

終結状況は、解決２件、打切り１件で、解決率は６６．７％であった。（第６－１表参

照） 
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（注） ① 「取扱件数」は、当該年の受付件数と前年からの繰越件数とを含んでいる。
　　　 ② 「調整回数」「所要日数」は、それぞれ「終結事件」についての処理状況を示すものである。
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6 5 10 3 4 5.6
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賃 金 増 額 0 0 1 2 0 0.6

一 時 金 0 0 1 2 1 0.8

諸 手 当 0 0 1 0 0 0.2
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　（注） ① 本表は、申請受付の日を基準にして暦年別に集計したものである。

　　　   ② １件の申請で調整事項を２以上含むものがある。
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第６－３表　組合員数別調整事件数

第６－４表　組合形態別調整事件数

      第６－５表　所要日数別終結調整事件数
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第６－７表　業種別調整事件数

0 2 1 0 0.6

1

令和元 令和2 令和4令和3 平均

0 2 0 0.6

0 0 0 0 0.0

0.4

0

0

1 0 1 0.6

1 0 1 0 0.4

1 0 1 0

0.0

0

0.2

0 0 1 1 0.8

5 10 3 5.6

1

0

4

0 0.60

2

0

0.41

0 1

0100

0.4

1 0 1 1 0.6

6 5 10 3 5.6

0 0 0 0 0.0

1.0

0 0

－47－



第６－８表 調整事件概要 
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調整区分 終結年月日 調整回数

R4.12.12 95 200 青木（公）

10
解決　　　　
（合意書締
結）

髙井（労）

あっせん R5.3.16 2 (10) 木村（使）

R5.6.26 80 307
甲原(公）

198
１　雇用契約不更新に
関する紛争の解決

解決　　　　
（合意書締
結）

小林(労）

あっせん R5.9.13 2 (1)
松川（使）

R5.9.14 61 13,500

村上(公）

40
打切り　　　
(主張対立）

今井(労）

あっせん R5.11.13 1 (1)
町田（使）

R5.9.27 - 160 青木（公）

33 係属中 新島（労）

あっせん - - (33) 入野（使）

R5.11.28 - 98

山﨑（公）

12 係属中 小林（労）

あっせん - - (1)
増井（使）

従業員数

組合員数

(社内組合員数)

令
和
４
か
ら
繰
越

調整員調整事項 終結状況

事件番号 申請年月日 所要日数

ビルメンテナ
ンス業（R）

年

申請者
区　分

雇　用
形　態

業種

１　賃金増額
２　業務実態を反映した
就業規則策定等
３　過去の労使合意した
定年制及び再雇用の確
実な実施
４　年次有給休暇の取
得改善
５　誠実交渉の促進

労　

非正規

4-3

5-4
労　

正規

道路貨物運
送業（H）

１　組合員の解雇に関
する団体交渉再開

令
和
５

5-2

使
非正規

労　

正規

5-1

協同組合
（Ｑ）

社会保険・社
会福祉・介護
事業（Ｐ）

5-3

労　

正規

映像・音声・
文字情報制
作業（Ｇ）

１　夏季一時金について
誠実な回答
２　経営低迷、訴訟で敗
訴した経緯を踏まえ経
営責任の明確化
３　　「発行部数」に関す
る諸問題の明確化
４　実質在宅勤務を禁止
とする規定の見直し、撤
廃

１　団体交渉実施


